
 
議案第７８号  

 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備

に関する条例  

 

 上記の議案を提出する。  

 

  令和４年１２月１日  

 

           提出者   瑞穂町長    杉  浦  裕  之  

 

 

（提案理由）  

 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の改正に伴い、関係

条例を整備する必要があるので、本案を提出する。  

 

 

   地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例  

  

（瑞穂町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改

正）  

第１条  瑞穂町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成

１７年条例第２７号）の一部を次のように改正する。  

第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に

改める。  

（公益的法人等への瑞穂町職員の派遣等に関する条例の一部改

正）  

第２条  公益的法人等への瑞穂町職員の派遣等に関する条例（平成

１４年条例第２号）の一部を次のように改正する。  

 

 

 



 

第２条第３項第１号中「第２８条の４第１項、第２８条の５第

１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項」を「第２２条の４

第１項又は第２２条の５第１項」に改め、「（以下「再任用職員」

という。）」を削る。  

 （瑞穂町職員の分限に関する条例の一部改正）  

第３条  瑞穂町職員の分限に関する条例（昭和２６年条例第２０号）

の一部を次のように改正する。  

第４条第３項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１

項」に改める。  

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を

付し、附則に次の見出し及び２項を加える。  

（降給に関する経過措置）  

２  瑞穂町職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第３号）附

則第５項の規定に基づく措置及び規則その他の規程に基づく法

附則第２６項に規定する給与に関する特例措置による降給は、

法第２７条第２項に規定する職員の意に反する降給とする。  

３  前項に規定する措置の適用を受ける職員には、規則で定める

ところにより、当該措置の適用により給料月額が異動すること

となった旨の通知を行うものとする。  

（瑞穂町職員の懲戒に関する条例の一部改正）  

第４条  瑞穂町職員の懲戒に関する条例（昭和２６年条例第２１号）

の一部を次のように改正する。  

第３条中「期間、」の次に「その発令の日に受ける」を加え、同

条に後段として次のように加える。  

この場合において、その減ずる額が現に受ける給料の月額の

５分の１に相当する額を超えるときは、当該額を給与又は報酬

から減ずるものとする。  

（瑞穂町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正） 

第５条  瑞穂町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成

２２年条例第１３号）の一部を次のように改正する。  

第２条第３項中「第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の

職を占める」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の

規定により採用された」に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前



 

再任用短時間勤務職員」に改め、同条第４項中「再任用短時間勤

務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

第３条第１項ただし書、第４条第１項ただし書及び第２項、第

１６条第１項並びに第２０条中「再任用短時間勤務職員」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

（瑞穂町職員の育児休業等に関する条例の一部改正）  

第６条  瑞穂町職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第４

号）の一部を次のように改正する。  

第１５条第１号中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第

１項」に改める。  

（瑞穂町職員の給与に関する条例の一部改正）  

第７条  瑞穂町職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第３号）

の一部を次のように改正する。  

第４条第２項中「の定める」を「で定める」に改め、同条第３

項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第９項を削る。  

第４条の２第１項を次のように改める。  

法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定により

採用された職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

の給料月額は、当該定年前再任用短時間勤務職員に適用される

給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料

月額のうち、前条第２項の規定により当該定年前再任用短時間

勤務職員の属する職務の級に応じた額に、勤務時間条例第２条

第３項の規定により定められた当該定年前再任用短時間勤務

職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。  

第４条の２第２項中「その者」を「当該育児短時間勤務職員等」

に改める。  

第９条第１項第１号中「以下」の次に「次項において」を加え、

同条第２項第１号中「その者」を「当該職員」に改め、「。以下」

の次に「この号において」を加え、同項第２号中「再任用短時間

勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

第１２条第１項中「場合は」を「場合には」に改め、同条第３

項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」



 
に改め、同条第５項中「（第３項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）」を削り、同項第１号及び同条第６項第１号中「場

合は」を「場合には」に改める。  

第１６条第２項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第３

項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

第１７条第１項中「この条」を「この項及び次項」に、「その者」

を「当該職員」に改め、同条第３項中「再任用職員」を「定年前

再任用短時間勤務職員」に改める。  

第２２条第１項中「第７条」を「第４条第１項から第８項まで、

第７条」に、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改める。  

附則に次の８項を加える。  

５  当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日

後における最初の４月１日（附則第７項において「特定日」と

いう。）以後、当該職員に適用される給料表の給料月額のうち、

第３条第２項の規定により当該職員の属する職務の級並びに第

４条第１項、第２項及び第４項の規定により当該職員の受ける

号給に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、

５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上

１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げ

るものとする。）とする。  

６  前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。  

（１）臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて

任用される職員及び非常勤職員  

（２）瑞穂町職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第１１

号）第４条第１項又は第２項の規定により勤務している職員

（同条例第２条に規定する定年退職日において前項の規定が

適用されていた職員を除く。）  

７  法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた

職員であって、当該他の職への降任等をされた日（以下この項

及び附則第９項において「異動日」という。）の前日から引き続

き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第５

項の規定により当該職員の受ける給料月額（以下この項におい



 
て「特定日給料月額」という。）が異動日の前日に当該職員が受

けていた給料月額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、

５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上

１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げ

るものとする。以下この項において「基礎給料月額」という。）

に達しないこととなる職員（規則で定める職員を除く。）には、

当分の間、特定日以後、附則第５項の規定により当該職員の受

ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額

に相当する額を給料として支給する。  

８  前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受

ける給料月額との合計額が第３条第２項の規定により当該職員

の属する職務の級における最高の号給の給料月額を超える場合

における前項の規定の適用については、同項中「基礎給料月額

と特定日給料月額」とあるのは、「第３条第２項の規定により当

該職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額と当該

職員の受ける給料月額」とする。  

９  異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則

第５項の規定の適用を受ける職員に限り、附則第７項に規定す

る職員を除く。）であって、同項の規定による給料を支給される

職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、

当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定めるところにより、

前２項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。  

１０  附則第７項又は前項の規定による給料を支給される職員以

外の附則第５項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事

情を考慮して当該給料を支給される職員との権衡上必要がある

と認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額

のほか、規則で定めるところにより、前３項の規定に準じて算

出した額を給料として支給する。  

１１  附則第５項から前項までに定めるもののほか、附則第５項

の規定による給料月額、附則第７項の規定による給料その他附

則第５項から前項までの規定の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。  

１２  育児短時間勤務職員等に対する附則第５項の規定の適用に



 
ついては、同項中「）とする」とあるのは、「）に、勤務時間条

例第２条第２項の規定により定められた当該育児短時間勤務職

員等の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た

数を乗じて得た額とする」とする。  

別表第１再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年

前再任用短時間勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のよ

うに改める。  

定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員  

 基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

１９８ ,

３００  

２３０ ,

４００  

２７１ ,

０００  

３１３ ,

０００  

４２９ ,

１００  

別表第２再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年

前再任用短時間勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のよ

うに改める。  

定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員  

 基準給料月額  基準給料月額  

２０８ ,１００  ２２２ ,４００  

 （瑞穂町職員の再任用に関する条例の廃止）  

第８条  瑞穂町職員の再任用に関する条例（平成２２年条例第１５

号）は、廃止する。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

第１条  この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 （定義）  

第２条  この附則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ



 
ぞれ当該各号に定めるところによる。  

（１）令和３年改正法  地方公務員法の一部を改正する法律（令和

３年法律第６３号）をいう。  

（２）暫定再任用職員  令和３年改正法附則第４条第１項若しくは

第２項、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは

第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用さ

れた職員をいう。  

（３）暫定再任用短時間勤務職員  令和３年改正法附則第６条第１

項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員をいう。  

（４）定年前再任用短時間勤務職員  地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の

規定により採用された職員をいう。  

（公益的法人等への瑞穂町職員の派遣等に関する条例の一部改正

に伴う経過措置）  

第３条  暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなし

て、第２条の規定による改正後の公益的法人等への瑞穂町職員の

派遣等に関する条例の規定を適用する。  

（瑞穂町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正

に伴う経過措置）  

第４条  暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職

員とみなして、第５条の規定による改正後の瑞穂町職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する条例の規定を適用する。  

（瑞穂町職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置）  

第５条  暫定再任用職員（暫定再任用短時間勤務職員を除く。以下

この項及び次項において同じ。）の給料月額は、当該暫定再任用職

員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用さ

れる瑞穂町職員の給与に関する条例第３条第１項に規定する給料

表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のう

ち、同条第２項の規定により当該暫定再任用職員の属する職務の

級に応じた額とする。  

２  地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号）第１０条第１項に規定する育児短時間勤務をしている暫定再



 
任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「とする」

とあるのは、「に、瑞穂町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例第２条第２項の規定により定められた当該暫定再任用職員の

勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする」とする。  

３  暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時

間勤務職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合

に適用される瑞穂町職員の給与に関する条例第３条第１項に規定

する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料

月額のうち、同条第２項の規定により当該暫定再任用短時間勤務

職員の属する職務の級に応じた額に、瑞穂町職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例第２条第３項の規定により定められた当

該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する

勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。  

４  暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員と

みなして、第７条の規定による改正後の瑞穂町職員の給与に関す

る条例（以下「新給与条例」という。）第９条第２項及び第１２条

第３項の規定を適用する。  

５  暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

新給与条例第１６条第３項の規定を適用する。  

６  新給与条例第１７条第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる

場合における勤勉手当の額の総額の算定に係る同条第３項の規定

の適用については、同項中「定年前再任用短時間勤務職員」とあ

るのは、「定年前再任用短時間勤務職員及び地方公務員法の一部を

改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しく

は第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）、第５条第１項若しくは第３項、

第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第

３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職員（次号において

「暫定再任用職員」という。）」とする。  

７  瑞穂町職員の給与に関する条例第４条第１項及び第４項から第

８項まで、第７条、第８条並びに第８条の３並びに新給与条例第



 
４条第２項及び第３項の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

８  新給与条例附則第５項から第１２項までの規定は、令和３年改

正法附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員

には適用しない。  
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第1条による改正 

瑞穂町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 新旧対照表 

新 旧 

第1条及び第2条 略 第1条及び第2条 略 

(報告事項) (報告事項) 

第3条 前条の規定により人事行政の運営の

状況に関し任命権者が報告しなければなら

ない事項は、職員(臨時的に任用された職員

及び非常勤職員(法第22条の4第1項に規定

する短時間勤務の職を占める職員を除く。)

を除く。以下同じ。)に係る次に掲げる事項

とする。 

第3条 前条の規定により人事行政の運営の

状況に関し任命権者が報告しなければなら

ない事項は、職員(臨時的に任用された職員

及び非常勤職員(法第28条の5第1項に規定

する短時間勤務の職を占める職員を除く。)

を除く。以下同じ。)に係る次に掲げる事項

とする。 

(1)から(11) 略 (1)から(11) 略 

第4条から第8条 略 第4条から第8条 略 

  

附 則  

(施行期日)  

第1条 この条例は、令和5年4月1日から施行

する。 

 

第2条から第5条 略  
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第2条による改正 

公益的法人等への瑞穂町職員の派遣等に関する条例 新旧対照表 

新 旧 

第1条 略  第1条 略 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第2条 略 第2条 略 

2 略 2 略 

3 略  3 略 

(1)臨時的に任用される職員その他の法律

により任期を定めて任用される職員(地

方公務員法(昭和25年法律第261号)第22

条の4第1項又は第22条の5第1項の規定に

より採用された職員   を除く。) 

(1)臨時的に任用される職員その他の法律

により任期を定めて任用される職員(地

方公務員法(昭和25年法律第261号)第28

条の4第1項、第28条の5第1項又は第28条

の6第1項若しくは第2項の規定により採

用された職員(以下「再任用職員」とい

う。)を除く。) 

(2) 略 (2) 略 

4 略  4 略  

第3条から第7条 略 第3条から第7条 略 

  

附 則  

(施行期日)  

第1条 この条例は、令和5年4月1日から施行

する。 

 

(定義)  

第2条 この附則において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 

(1)令和3年改正法 地方公務員法の一部を

改正する法律(令和3年法律第63号)をい

う。 

 

(2)暫定再任用職員 令和3年改正法附則第

4条第1項若しくは第2項、第5条第1項若し

くは第3項、第6条第1項若しくは第2項又
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は第7条第1項若しくは第3項の規定によ

り採用された職員をいう。 

(3)暫定再任用短時間勤務職員 令和3年改

正法附則第6条第1項若しくは第2項又は

第7条第1項若しくは第3項の規定により

採用された職員をいう。 

 

(4)定年前再任用短時間勤務職員 地方公

務員法(昭和25年法律第261号)第22条の4

第1項又は第22条の5第1項の規定により

採用された職員をいう。 

 

(公益的法人等への瑞穂町職員の派遣等に

関する条例の一部改正に伴う経過措置) 

 

第3条 暫定再任用職員は、定年前再任用短時

間勤務職員とみなして、第2条の規定による

改正後の公益的法人等への瑞穂町職員の派

遣等に関する条例の規定を適用する。 

 

第4条及び第5条 略  
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第3条による改正 

瑞穂町職員の分限に関する条例 新旧対照表 

新 旧 

第1条から第3条 略 第1条から第3条 略 

(休職の期間) (休職の期間) 

第4条 略 第4条 略 

2 略  2 略  

3 非常勤職員(法第22条の4第1項に規定する

短時間勤務の職を占める職員を除く。)につ

いて第1項及び前項の規定を適用する場合

にあっては、これらの項中「3年」とあるの

は「1年」と読み替えるものとする。 

3 非常勤職員(法第28条の5第1項に規定する

短時間勤務の職を占める職員を除く。)につ

いて第1項及び前項の規定を適用する場合

にあっては、これらの項中「3年」とあるの

は「1年」と読み替えるものとする。 

4及び5 略 4及び5 略 

第5条から第8条 略 第5条から第8条 略 

附 則 附 則 

(施行期日)  

1 この条例は、昭和27年1月1日から施行す

る。 

この条例は、昭和27年1月1日から施行する。 

(降給に関する経過措置)  

2 瑞穂町職員の給与に関する条例(昭和26年

条例第3号)附則第5項の規定に基づく措置

及び規則その他の規程に基づく法附則第26

項に規定する給与に関する特例措置による

降給は、法第27条第2項に規定する職員の意

に反する降給とする。 

 

3 前項に規定する措置の適用を受ける職員

には、規則で定めるところにより、当該措

置の適用により給料月額が異動することと

なった旨の通知を行うものとする。 

 

  

附 則  

(施行期日)  

第1条 この条例は、令和5年4月1日から施行

する。 
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第2条から第5条 略  
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第4条による改正 

瑞穂町職員の懲戒に関する条例 新旧対照表 

新 旧 

第1条及び第2条 略 第1条及び第2条 略 

(減給の効果) (減給の効果) 

第3条 減給は、1日以上6月以下の期間、その

発令の日に受ける給料の月額(地方公務員

法第22条の2第1項第1号に掲げる職員につ

いては、報酬の額(瑞穂町会計年度任用職員

の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例(令和元年条例第2号)第5条に規定する特

殊勤務に係る報酬、第6条に規定する超過勤

務に係る報酬及び第7条に規定する休日勤

務に係る報酬を除く。))の5分の1以下に相

当する額を給与又は報酬から減ずるものと

する。この場合において、その減ずる額が

現に受ける給料の月額の5分の1に相当する

額を超えるときは、当該額を給与又は報酬

から減ずるものとする。 

第3条 減給は、1日以上6月以下の期間、   

  給料の月額(地方公務員法第22条の2第1

項第1号に掲げる職員については、報酬の額

(瑞穂町会計年度任用職員の報酬、費用弁償

及び期末手当に関する条例(令和元年条例

第2号)第5条に規定する特殊勤務に係る報

酬、第6条に規定する超過勤務に係る報酬及

び第7条に規定する休日勤務に係る報酬を

除く。))の5分の1以下に相当する額を給与

又は報酬から減ずるものとする。 

第4条から第6条 略  第4条から第6条 略  

  

附 則  

(施行期日)  

第1条 この条例は、令和5年4月1日から施行

する。 

 

第2条から第5条 略  
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第5条による改正 

瑞穂町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例 新旧対照表 

新 旧 

第1条 略 第1条 略 

(1週間の正規の勤務時間) (1週間の正規の勤務時間) 

第2条 略 第2条 略 

2 略  2 略  

3 地方公務員法第22条の4第1項又は第22条

の5第1項の規定により採用された職員(以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。)

の正規の勤務時間は、第1項の規定にかかわ

らず、休憩時間を除き、1週間について15

時間30分から31時間までの範囲内で、任命

権者が定める。 

3 地方公務員法第28条の5第1項に規定する

短時間勤務の職を占める職員(以下「再任用

短時間勤務職員」という。)の正規の勤務時

間は、第1項の規定にかかわらず、休憩時間

を除き、1週間について15時間30分から31

時間までの範囲内で、任命権者が定める。 

4 任命権者は、職務の性質により第1項の規

定により難いときは、休憩時間を除き、4

週間を超えない期間につき1週間当たり38

時間45分(定年前再任用短時間勤務職員に

あっては、前項の規定に基づき定める時間)

とする正規の勤務時間を、別に定めること

ができる。 

4 任命権者は、職務の性質により第1項の規

定により難いときは、休憩時間を除き、4

週間を超えない期間につき1週間当たり38

時間45分(再任用短時間勤務職員にあって

は、前項の規定に基づき定める時間)とする

正規の勤務時間を、別に定めることができ

る。 

(正規の勤務時間の割振り) (正規の勤務時間の割振り) 

第3条 任命権者は、暦日を単位として月曜日

から金曜日までの5日間において、1日につ

き7時間45分の正規の勤務時間を割り振る

ものとする。ただし、育児短時間勤務職員

等については1週間ごとの期間について当

該育児短時間勤務等の内容に従い1日につ

き7時間45分を超えない範囲内で正規の勤

務時間を割り振るものとし、定年前再任用

短時間勤務職員については1週間ごとの期

間について1日につき7時間45分を超えない

範囲内で正規の勤務時間を割り振るものと

する。 

第3条 任命権者は、暦日を単位として月曜日

から金曜日までの5日間において、1日につ

き7時間45分の正規の勤務時間を割り振る

ものとする。ただし、育児短時間勤務職員

等については1週間ごとの期間について当

該育児短時間勤務等の内容に従い1日につ

き7時間45分を超えない範囲内で正規の勤

務時間を割り振るものとし、再任用短時間

勤務職員については1週間ごとの期間につ

いて1日につき7時間45分を超えない範囲内

で正規の勤務時間を割り振るものとする。 

2及び3 略 2及び3 略 
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(週休日) (週休日) 

第4条 日曜日及び土曜日は、週休日(正規の

勤務時間を割り振らない日をいう。以下同

じ。)とする。ただし、任命権者は、育児短

時間勤務職員等については、必要に応じ、

当該育児短時間勤務等の内容に従い、これ

らの日に加えて、月曜日から金曜日までの5

日間において週休日を設けるものとし、定

年前再任用短時間勤務職員については、日

曜日及び土曜日に加えて、月曜日から金曜

日までの5日間において週休日を設けるこ

とができる。 

第4条 日曜日及び土曜日は、週休日(正規の

勤務時間を割り振らない日をいう。以下同

じ。)とする。ただし、任命権者は、育児短

時間勤務職員等については、必要に応じ、

当該育児短時間勤務等の内容に従い、これ

らの日に加えて、月曜日から金曜日までの5

日間において週休日を設けるものとし、再

任用短時間勤務職員については、日曜日及

び土曜日に加えて、月曜日から金曜日まで

の5日間において週休日を設けることがで

きる。 

2 任命権者は、職務の性質により特別の勤務

形態によって勤務する必要のある職員につ

いては、前項の規定にかかわらず、4週間ご

との期間につき8日の週休日(育児短時間勤

務職員等にあっては8日以上で当該育児短

時間勤務等の内容に従った週休日、定年前

再任用短時間勤務職員にあっては8日以上

の週休日)を設けるものとする。ただし、職

務の特殊性又は当該公署における特殊の必

要(育児短時間勤務職員等にあっては、当該

育児短時間勤務等の内容)により、これによ

り難い場合において、4週間を超えない期間

につき1週間当たり1日以上の割合で週休日

(育児短時間勤務職員等にあっては、4週間

を超えない期間につき1週間当たり1日以上

の割合で当該育児短時間勤務等の内容に従

った週休日)を設ける場合には、この限りで

ない。 

2 任命権者は、職務の性質により特別の勤務

形態によって勤務する必要のある職員につ

いては、前項の規定にかかわらず、4週間ご

との期間につき8日の週休日(育児短時間勤

務職員等にあっては8日以上で当該育児短

時間勤務等の内容に従った週休日、再任用

短時間勤務職員にあっては8日以上の週休

日)を設けるものとする。ただし、職務の特

殊性又は当該公署における特殊の必要(育

児短時間勤務職員等にあっては、当該育児

短時間勤務等の内容)により、これにより難

い場合において、4週間を超えない期間につ

き1週間当たり1日以上の割合で週休日(育

児短時間勤務職員等にあっては、4週間を超

えない期間につき1週間当たり1日以上の割

合で当該育児短時間勤務等の内容に従った

週休日)を設ける場合には、この限りでな

い。 

第5条から第15条 略  第5条から第15条 略 

(年次有給休暇) (年次有給休暇) 

第16条 年次有給休暇は、1年(暦年をいう。

以下この項において同じ。)ごとにおける休

暇とし、その日数は、1年において、20日(育

児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時

間勤務職員にあっては、その者の勤務時間

第16条 年次有給休暇は、1年(暦年をいう。

以下この項において同じ。)ごとにおける休

暇とし、その日数は、1年において、20日(育

児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務

職員にあっては、その者の勤務時間等を考
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等を考慮し20日を超えない範囲内で規則で

定める日数)とする。 

慮し20日を超えない範囲内で規則で定める

日数)とする。 

2から4 略 2から4 略 

第17条から第19条の2 略  第17条から第19条の2 略 

(臨時職員等に対する特例) (臨時職員等に対する特例) 

第20条 臨時的に任用される職員及び非常勤

職員(定年前再任用短時間勤務職員を除

く。)の勤務時間、休日、休暇等については、

第2条から前条までの規定にかかわらず、そ

の職務の性質等を考慮し、任命権者が定め

る。 

第20条 臨時的に任用される職員及び非常勤

職員(再任用短時間勤務職員を除く。)の勤

務時間、休日、休暇等については、第2条か

ら前条までの規定にかかわらず、その職務

の性質等を考慮し、任命権者が定める。 

第21条 略 第21条 略 

  

附 則  

(施行期日)  

第1条 この条例は、令和5年4月1日から施行

する。 

 

(定義)  

第2条 この附則において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 

(1)令和3年改正法 地方公務員法の一部を

改正する法律(令和3年法律第63号)をい

う。 

 

(2)暫定再任用職員 令和3年改正法附則第

4条第1項若しくは第2項、第5条第1項若し

くは第3項、第6条第1項若しくは第2項又

は第7条第1項若しくは第3項の規定によ

り採用された職員をいう。 

 

(3)暫定再任用短時間勤務職員 令和3年改

正法附則第6条第1項若しくは第2項又は

第7条第1項若しくは第3項の規定により

採用された職員をいう。 

 

(4)定年前再任用短時間勤務職員 地方公

務員法(昭和25年法律第261号)第22条の4

第1項又は第22条の5第1項の規定により
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採用された職員をいう。 

第3条 略  

(瑞穂町職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例の一部改正に伴う経過措置) 

 

第4条 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前

再任用短時間勤務職員とみなして、第5条の

規定による改正後の瑞穂町職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する条例の規定を適

用する。 

 

第5条 略  
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第6条による改正 

瑞穂町職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表 

新 旧 

第1条から第14条 略 第1条から第14条 略 

(部分休業をすることができない職員) (部分休業をすることができない職員) 

第15条 略 第15条 略 

(1)勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時

間を考慮して規則で定める非常勤職員以

外の非常勤職員(地方公務員法(昭和25年

法律第261号)第22条の4第1項に規定する

短時間勤務の職を占める職員を除く。) 

(1)勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時

間を考慮して規則で定める非常勤職員以

外の非常勤職員(地方公務員法(昭和25年

法律第261号)第28条の5第1項に規定する

短時間勤務の職を占める職員を除く。) 

(2) 略 (2) 略  

第16条から第18条 略 第16条から第18条 略 

  

附 則  

(施行期日)  

第1条 この条例は、令和5年4月1日から施行

する。 

 

第2条から第5条 略  

 



-1- 

第7条による改正 

瑞穂町職員の給与に関する条例 新旧対照表 

新 旧 

第1条から第3条 略 第1条から第3条 略 

(昇給の基準) (昇給の基準) 

第4条 略 第4条 略 

2 職員が1の職務の級から他の職務の級に移

った場合における号給は、規則で定めると

ころにより決定する。 

2 職員が1の職務の級から他の職務の級に移

った場合における号給は、規則の定めると

ころにより決定する。 

3 職員の昇給は、規則で定める日に、同日前

で規則で定める期間における当該職員の勤

務成績に応じて、行い、又は行わないもの

とする。 

3 職員の昇給は、規則で定める日に、同日前

で規則で定める期間におけるその者の勤務

成績に応じて、行い、又は行わないものと

する。 

4から8 略 4から8 略 

 9 法第28条の4第1項、第28条の5第1項又は第

28条の6第1項若しくは第2項の規定により

採用された職員(以下「再任用職員」とい

う。)の給料月額は、その者に適用される給

料表の再任用職員の項に掲げる給料月額の

うち、その者の属する職務の級に応じた額

とする。 

第4条の2 法第22条の4第1項又は第22条の5

第1項の規定により採用された職員(以下

「定年前再任用短時間勤務職員」という。)

の給料月額は、当該定年前再任用短時間勤

務職員に適用される給料表の定年前再任用

短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額

のうち、前条第2項の規定により当該定年前

再任用短時間勤務職員の属する職務の級に

応じた額に、勤務時間条例第2条第3項の規

定により定められた当該定年前再任用短時

間勤務職員の勤務時間を同条第1項に規定

する勤務時間で除して得た数を乗じて得た

額とする。  

第4条の2 法第28条の5第1項に規定する短時

間勤務の職を占める職員(以下「再任用短時

間勤務職員」という。)の給料月額は、前条

第9項の規定にかかわらず、同項の規定によ

る給料月額に、勤務時間条例第2条第3項の

規定により定められたその者の勤務時間を

同条第1項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。 

2 地方公務員の育児休業等に関する法律(平 2 地方公務員の育児休業等に関する法律(平
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成3年法律第110号)第10条第3項の規定によ

る承認を受け、同条第1項に規定する育児短

時間勤務をしている職員(同法第17条の規

定による短時間勤務をしている職員を含

む。以下「育児短時間勤務職員等」という。)

の給料月額は、第3条第1項並びに前条第1

項、第2項、第4項及び第9項の規定にかかわ

らず、これらの規定による給料月額に、勤

務時間条例第2条第2項の規定により定めら

れた当該育児短時間勤務職員等の勤務時間

を同条第1項に規定する勤務時間で除して

得た数を乗じて得た額とする。 

成3年法律第110号)第10条第3項の規定によ

る承認を受け、同条第1項に規定する育児短

時間勤務をしている職員(同法第17条の規

定による短時間勤務をしている職員を含

む。以下「育児短時間勤務職員等」という。)

の給料月額は、第3条第1項並びに前条第1

項、第2項、第4項及び第9項の規定にかかわ

らず、これらの規定による給料月額に、勤

務時間条例第2条第2項の規定により定めら

れたその者の勤務時間を同条第1項に規定

する勤務時間で除して得た数を乗じて得た

額とする。 

第5条から第8条の3 略 第5条から第8条の3 略 

(通勤手当) (通勤手当) 

第9条 略 第9条 略 

(1)通勤のため交通機関又は有料の道路を

利用してその運賃又は料金(以下次項に

おいて「運賃等」という。)を負担するこ

とを常例とする職員(通勤距離が片道2キ

ロメートル以上である者) 

(1)通勤のため交通機関又は有料の道路を

利用してその運賃又は料金(以下   

「運賃等」という。)を負担することを常

例とする職員(通勤距離が片道2キロメー

トル以上である者) 

(2) 略 (2) 略 

2 略  2 略 

(1)前項第1号に掲げる職員 規則で定める

ところにより算出した当該職員の6箇月

の通勤に要する運賃等の額に相当する額

(通用期間6箇月の定期券が発行されてい

ない交通機関にあっては、通用期間3箇月

の定期券の価額に2を乗じて得た額。以下

この号において「運賃等相当額」とい

う。)。ただし、運賃等相当額を6箇月に

つき同号に掲げる職員としての要件を満

たすものとして手当が支給される月数

(以下「支給月数」という。)で除して得

た額が55,000円を超えるときは、55,000

円に支給月数を乗じて得た額 

(1)前項第1号に掲げる職員 規則で定める

ところにより算出したその者の6箇月の

通勤に要する運賃等の額に相当する額

(通用期間6箇月の定期券が発行されてい

ない交通機関にあっては、通用期間3箇月

の定期券の価額に2を乗じて得た額。以下

   「運賃等相当額」という。)。ただ

し、運賃等相当額を6箇月につき同号に掲

げる職員としての要件を満たすものとし

て手当が支給される月数(以下「支給月

数」という。)で除して得た額が55,000

円を超えるときは、55,000円に支給月数

を乗じて得た額 

(2)前項第2号に掲げる職員 2キロメート (2)前項第2号に掲げる職員 2キロメート
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ル以上5キロメートル未満2,700円、5キロ

メートル以上10キロメートル未満4,100

円、10キロメートル以上15キロメートル

未満5,900円、15キロメートル以上7,400

円(定年前再任用短時間勤務職員及び育

児短時間勤務職員等のうち、1箇月当たり

の通勤回数を考慮して規則で定める職員

にあっては、その額から、その額に規則

で定める割合を乗じて得た額を減じた

額) 

ル以上5キロメートル未満2,700円、5キロ

メートル以上10キロメートル未満4,100

円、10キロメートル以上15キロメートル

未満5,900円、15キロメートル以上7,400

円(再任用短時間勤務職員及び育児短時

間勤務職員等のうち、1箇月当たりの通勤

回数を考慮して規則で定める職員にあっ

ては、その額から、その額に規則で定め

る割合を乗じて得た額を減じた額) 

3 略 3 略 

第10条から第11条 略  第10条から第11条 略  

(超過勤務手当) (超過勤務手当) 

第12条 勤務時間条例第2条、第3条第1項及び

第2項並びに第5条に規定する正規の勤務時

間を超えて勤務時間条例第8条の規定によ

り勤務することを命ぜられた職員には、正

規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対

して勤務1時間につき第15条に規定する勤

務1時間当たりの給料等の額に正規の勤務

時間を超えてした勤務の区分に応じてそれ

ぞれ100分の125から100分の150までの範囲

内の割合(その勤務が午後10時から翌日の

午前5時までの間である場合にはその割合

に100分の25を加算した割合)を乗じて得た

額の合計額を超過勤務手当として支給す

る。 

第12条 勤務時間条例第2条、第3条第1項及び

第2項並びに第5条に規定する正規の勤務時

間を超えて勤務時間条例第8条の規定によ

り勤務することを命ぜられた職員には、正

規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対

して勤務1時間につき第15条に規定する勤

務1時間当たりの給料等の額に正規の勤務

時間を超えてした勤務の区分に応じてそれ

ぞれ100分の125から100分の150までの範囲

内の割合(その勤務が午後10時から翌日の

午前5時までの間である場合はその割合に1

00分の25を加算した割合)を乗じて得た額

の合計額を超過勤務手当として支給する。 

2 略 2 略 

3 定年前再任用短時間勤務職員及び育児短

時間勤務職員等が正規の勤務時間(次条の

規定により休日給が支給されることとなる

日を除く。)において、正規の勤務時間を超

えてした勤務のうち、その勤務時間とその

勤務をした日における正規の勤務時間との

合計が7時間45分に達するまでの間の勤務

に対する第1項の規定の適用については、同

項中「正規の勤務時間を超えてした勤務の

3 再任用短時間勤務職員及び育児短時間勤

務職員等が正規の勤務時間(次条の規定に

より休日給が支給されることとなる日を除

く。)において、正規の勤務時間を超えてし

た勤務のうち、その勤務時間とその勤務を

した日における正規の勤務時間との合計が

7時間45分に達するまでの間の勤務に対す

る第1項の規定の適用については、同項中

「正規の勤務時間を超えてした勤務の区分
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区分に応じてそれぞれ100分の125から100

分の150までの範囲内の割合」とあるのは「1

00分の100」とする。 

に応じてそれぞれ100分の125から100分の1

50までの範囲内の割合」とあるのは「100

分の100」とする。 

4 略 4 略 

5 次の各号に規定する時間の合計が1箇月に

ついて60時間を超えた職員には、その60時

間を超えて勤務した全時間に対して、第1

項   及び前項の規定にかかわらず、勤

務1時間につき、第15条に規定する勤務1時

間当たりの給料等の額に、当該各号に規定

する時間に応じ、当該各号に規定する割合

を乗じて得た額を超過勤務手当として支給

する。 

5 次の各号に規定する時間の合計が1箇月に

ついて60時間を超えた職員には、その60時

間を超えて勤務した全時間に対して、第1

項(第3項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。)及び前項の規定にかかわら

ず、勤務1時間につき、第15条に規定する勤

務1時間当たりの給料等の額に、当該各号に

規定する時間に応じ、当該各号に規定する

割合を乗じて得た額を超過勤務手当として

支給する。 

(1)正規の勤務時間を超えて勤務すること

を命ぜられ、正規の勤務時間を超えてし

た勤務の時間 100分の150(その勤務が

午後10時から翌日の午前5時までの間で

ある場合には、100分の175) 

(1)正規の勤務時間を超えて勤務すること

を命ぜられ、正規の勤務時間を超えてし

た勤務の時間 100分の150(その勤務が

午後10時から翌日の午前5時までの間で

ある場合は、100分の175) 

(2) 略 (2) 略 

6 略 6 略 

(1)前項第1号に規定する時間 100分の150

(その時間が午後10時から翌日の午前5時

までの間である場合は、100分の175)から

第2項に規定する規則で定める割合(その

時間が午後10時から翌日の午前5時まで

の間にある場合には、その割合に100分の

25を加算した割合)を減じた割合 

(1)前項第1号に規定する時間 100分の150

(その時間が午後10時から翌日の午前5時

までの間である場合は、100分の175)から

第2項に規定する規則で定める割合(その

時間が午後10時から翌日の午前5時まで

の間にある場合は、その割合に100分の2

5を加算した割合)を減じた割合 

(2) 略 (2) 略  

7 略 7 略 

第13条から第15条の2 略  第13条から第15条の2 略  

(期末手当) (期末手当) 

第16条 略 第16条 略 

2 期末手当の額は、それぞれその基準日現在

(退職し、又は死亡した職員にあっては、退

職し、又は死亡した日現在)において職員が

2 期末手当の額は、それぞれその基準日現在

(退職し、又は死亡した職員にあっては、退

職し、又は死亡した日現在)において職員が
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受けるべき給料及び扶養手当の月額並びに

これらに対する地域手当の月額の合計額

に、3月に支給する場合においては100分の2

5、6月に支給する場合においては100分の1

05、12月に支給する場合においては100分の

110を乗じて得た額に、基準日以前3箇月以

内(基準日が12月1日であるときは、6箇月以

内)の期間における当該職員の在職期間の

区分に応じて、次の表に定める割合を乗じ

て得た額とする。 

受けるべき給料及び扶養手当の月額並びに

これらに対する地域手当の月額の合計額

に、3月に支給する場合においては100分の2

5、6月に支給する場合においては100分の1

05、12月に支給する場合においては100分の

110を乗じて得た額に、基準日以前3箇月以

内(基準日が12月1日であるときは、6箇月以

内)の期間におけるその者の在職期間の区

分に応じて、次の表に定める割合を乗じて

得た額とする。 

略 略 
 

略 略 
 

3 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「100

分の25」とあるのは「100分の10」と、「1

00分の105」とあるのは「100分の60」と、

「100分の110」とあるのは「100分の65」と

する。 

3 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「100分の25」とあるのは

「100分の10」と、「100分の105」とあるの

は「100分の60」と、「100分の110」とある

のは「100分の65」とする。 

4及び5 略 4及び5 略 

第16条の2及び第16条の3 略 第16条の2及び第16条の3 略 

(勤勉手当) (勤勉手当) 

第17条 勤勉手当は、6月1日及び12月1日(以

下この項及び次項においてこれらの日を

「基準日」という。)にそれぞれ在職する職

員に対し、基準日以前6箇月以内の期間にお

ける当該職員の勤務成績に応じて、それぞ

れ基準日から起算して、15日を超えない範

囲内において規則で定める日に支給する。

これらの基準日前1箇月以内に退職し、又は

死亡した職員(規則で定める職員を除く。)

についても同様とする。 

第17条 勤勉手当は、6月1日及び12月1日(以

下この条においてこれらの日を「基準日」

という。)にそれぞれ在職する職員に対し、

基準日以前6箇月以内の期間におけるその

者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日か

ら起算して、15日を超えない範囲内におい

て規則で定める日に支給する。これらの基

準日前1箇月以内に退職し、又は死亡した職

員(規則で定める職員を除く。)についても

同様とする。 

2 略 2 略 

3 定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「6月に

支給する場合においては100分の102.5、12

月に支給する場合においては100分の102.

5」とあるのは「6月に支給する場合におい

3 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「6月に支給する場合にお

いては100分の102.5、12月に支給する場合

においては100分の102.5」とあるのは「6

月に支給する場合においては100分の50、1
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ては100分の50、12月に支給する場合におい

ては100分の50」とする。 

2月に支給する場合においては100分の50」

とする。 

4及び5 略 4及び5 略 

第18条から第21条 略 第18条から第21条 略 

(特定職員についての適用除外) (特定職員についての適用除外) 

第22条 第4条第1項から第8項まで、第7条、

第8条及び第8条の3の規定は、定年前再任用

短時間勤務職員には適用しない。 

第22条 第7条、第8条及び第8条の3の規定は、

再任用職員には適用しない。 

2及び3 略 2及び3 略 

第23条 略 第23条 略 

附 則 附 則 

1から4 略 1から4 略 

5 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が

60歳に達した日後における最初の4月1日

(附則第7項において「特定日」という。)以

後、当該職員に適用される給料表の給料月

額のうち、第3条第2項の規定により当該職

員の属する職務の級並びに第4条第1項、第2

項及び第4項の規定により当該職員の受け

る号給に応じた額に100分の70を乗じて得

た額(当該額に、50円未満の端数を生じたと

きはこれを切り捨て、50円以上100円未満の

端数を生じたときはこれを100円に切り上

げるものとする。)とする。 

 

6 前項の規定は、次に掲げる職員には適用し

ない。 

 

(1)臨時的に任用される職員その他の法律

により任期を定めて任用される職員及び

非常勤職員 

 

(2)瑞穂町職員の定年等に関する条例(昭和

59年条例第11号)第4条第1項又は第2項の

規定により勤務している職員(同条例第2

条に規定する定年退職日において前項の

規定が適用されていた職員を除く。) 

 

7 法第28条の2第4項に規定する他の職への

降任等をされた職員であって、当該他の職
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への降任等をされた日(以下この項及び附

則第9項において「異動日」という。)の前

日から引き続き同一の給料表の適用を受け

る職員のうち、特定日に附則第5項の規定に

より当該職員の受ける給料月額(以下この

項において「特定日給料月額」という。)が

異動日の前日に当該職員が受けていた給料

月額に100分の70を乗じて得た額(当該額

に、50円未満の端数を生じたときはこれを

切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じ

たときはこれを100円に切り上げるものと

する。以下この項において「基礎給料月額」

という。)に達しないこととなる職員(規則

で定める職員を除く。)には、当分の間、特

定日以後、附則第5項の規定により当該職員

の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と

特定日給料月額との差額に相当する額を給

料として支給する。 

8 前項の規定による給料の額と当該給料を

支給される職員の受ける給料月額との合計

額が第3条第2項の規定により当該職員の属

する職務の級における最高の号給の給料月

額を超える場合における前項の規定の適用

については、同項中「基礎給料月額と特定

日給料月額」とあるのは、「第3条第2項の

規定により当該職員の属する職務の級にお

ける最高の号給の給料月額と当該職員の受

ける給料月額」とする。 

 

9 異動日の前日から引き続き給料表の適用

を受ける職員(附則第5項の規定の適用を受

ける職員に限り、附則第7項に規定する職員

を除く。)であって、同項の規定による給料

を支給される職員との権衡上必要があると

認められる職員には、当分の間、当該職員

の受ける給料月額のほか、規則で定めると

ころにより、前2項の規定に準じて算出した

額を給料として支給する。 
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10 附則第7項又は前項の規定による給料を

支給される職員以外の附則第5項の規定の

適用を受ける職員であって、任用の事情を

考慮して当該給料を支給される職員との権

衡上必要があると認められる職員には、当

分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、

規則で定めるところにより、前3項の規定に

準じて算出した額を給料として支給する。 

 

11 附則第5項から前項までに定めるものの

ほか、附則第5項の規定による給料月額、附

則第7項の規定による給料その他附則第5項

から前項までの規定の施行に関し必要な事

項は、規則で定める。 

 

12 育児短時間勤務職員等に対する附則第5

項の規定の適用については、同項中「)とす

る」とあるのは、「)に、勤務時間条例第2

条第2項の規定により定められた当該育児

短時間勤務職員等の勤務時間を同条第1項

に規定する勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする」とする。 

 

  

別表第1(第3条、第7条、第22条関係) 別表第1(第3条、第7条、第22条関係) 

給料表(一) 給料表(一) 

職員

の区

分 

職務

の級 

1級 2級 3級 4級 5級 

号給 給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 

略 略 略 

 

略 略 略 

職員

の区

分 

職務

の級 

1級 2級 3級 4級 5級 

号給 給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

給料

月額 

再任

用職

員以

外の

職員 

 

 

 

 

 

略 略 略 

 

略 略 略 
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定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

 基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

198,

300 

230,

400 

271,

000 

313,

000 

429,

100 

 

再任

用職

員 

 198,

300 

230,

400 

271,

000 

313,

000 

429,

100 

       

 

備考 略 備考 略 

別表第2(第3条関係) 別表第2(第3条関係) 

給料表(二) 給料表(二) 

職員の区分 職務

の級 

1級 2級 

号給 給料月額 給料月額 

定年前再任用

短時間勤務職

員以外の職員 

略 略 略 

定年前再任用

短時間勤務職

員 

 基準給料

月額 

基準給料

月額 

208,100 222,400 

 

職員の区分 職務

の級 

1級 2級 

号給 給料月額 給料月額 

再任用職員以

外の職員 

略 略 略 

再任用職員  208,100 222,400 

 

別表第3及び別表第4 略 別表第3及び別表第4 略 

  

附 則  

(施行期日)  

第1条 この条例は、令和5年4月1日から施行

する。 

 

(定義)  

第2条 この附則において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 

(1)令和3年改正法 地方公務員法の一部を

改正する法律(令和3年法律第63号)をい

う。 

 

(2)暫定再任用職員 令和3年改正法附則第  
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4条第1項若しくは第2項、第5条第1項若し

くは第3項、第6条第1項若しくは第2項又

は第7条第1項若しくは第3項の規定によ

り採用された職員をいう。 

(3)暫定再任用短時間勤務職員 令和3年改

正法附則第6条第1項若しくは第2項又は

第7条第1項若しくは第3項の規定により

採用された職員をいう。 

 

(4)定年前再任用短時間勤務職員 地方公

務員法(昭和25年法律第261号)第22条の4

第1項又は第22条の5第1項の規定により

採用された職員をいう。 

 

第3条及び第4条 略  

(瑞穂町職員の給与に関する条例の一部改

正に伴う経過措置) 

 

第5条 暫定再任用職員(暫定再任用短時間勤

務職員を除く。以下この項及び次項におい

て同じ。)の給料月額は、当該暫定再任用職

員が定年前再任用短時間勤務職員であるも

のとした場合に適用される瑞穂町職員の給

与に関する条例第3条第1項に規定する給料

表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲

げる基準給料月額のうち、同条第2項の規定

により当該暫定再任用職員の属する職務の

級に応じた額とする。 

 

2 地方公務員の育児休業等に関する法律(平

成3年法律第110号)第10条第1項に規定する

育児短時間勤務をしている暫定再任用職員

に対する前項の規定の適用については、同

項中「とする」とあるのは、「に、瑞穂町

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条

例第2条第2項の規定により定められた当該

暫定再任用職員の勤務時間を同条第1項に

規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額とする」とする。 

 

3 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、

当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再
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任用短時間勤務職員であるものとした場合

に適用される瑞穂町職員の給与に関する条

例第3条第1項に規定する給料表の定年前再

任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料

月額のうち、同条第2項の規定により当該暫

定再任用短時間勤務職員の属する職務の級

に応じた額に、瑞穂町職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例第2条第3項の規定

により定められた当該暫定再任用短時間勤

務職員の勤務時間を同条第1項に規定する

勤務時間で除して得た数を乗じて得た額と

する。 

4 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任

用短時間勤務職員とみなして、第7条の規定

による改正後の瑞穂町職員の給与に関する

条例(以下「新給与条例」という。)第9条第

2項及び第12条第3項の規定を適用する。 

 

5 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤

務職員とみなして、新給与条例第16条第3項

の規定を適用する。 

 

6 新給与条例第17条第1項の職員に暫定再任

用職員が含まれる場合における勤勉手当の

額の総額の算定に係る同条第3項の規定の

適用については、同項中「定年前再任用短

時間勤務職員」とあるのは、「定年前再任

用短時間勤務職員及び地方公務員法の一部

を改正する法律(令和3年法律第63号)附則

第4条第1項若しくは第2項(これらの規定を

同法附則第9条第3項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。)、第5条第1項若し

くは第3項、第6条第1項若しくは第2項(これ

らの規定を同法附則第9条第3項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。)又は第

7条第1項若しくは第3項の規定により採用

された職員(次号において「暫定再任用職

員」という。)」とする。 

 

7 瑞穂町職員の給与に関する条例第4条第1  
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項及び第4項から第8項まで、第7条、第8条

並びに第8条の3並びに新給与条例第4条第2

項及び第3項の規定は、暫定再任用職員には

適用しない。 

8 新給与条例附則第5項から第12項までの規

定は、令和3年改正法附則第3条第5項又は第

6項の規定により勤務している職員には適

用しない。 
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